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(57)【要約】
【課題】金属製保護チューブ内で光学繊維束または光学
繊維が移動して光学繊維が折損することを防止するとと
もに、製造適正を向上させることを目的とする。
【解決手段】ライトガイド３４は、光学繊維４０ａの束
４０と、この光学繊維束４０の先端部が嵌め込まれた口
金３５と、金属製保護チューブとしての螺旋管３６と、
熱収縮チューブ３７とから構成される。螺旋管３６は、
挿入部３の湾曲部１２内において光学繊維束４０の外周
に配設される。熱収縮チューブ３７は、螺旋管３６の外
周を被覆する第１部分３７ａと、螺旋管３６の後端から
後方に伸びて光学繊維束４０を被覆する第２部分３７ｂ
とを有する。熱収縮チューブ３７は、熱収縮して直径方
向に縮ませることにより、第１部分３７ａ及び第２部分
３７ｂの境界付近において、第２部分３７ｂの内径ＤＴ

が、螺旋管３６の内径ＤＳより小さく形成されている。
【選択図】図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　先端部の向きを変化させるために湾曲する湾曲部及び可撓性を有する軟性部が先端側か
ら順に連設された内視鏡の挿入部内に挿通され、光学繊維を束ねた光学繊維束または光学
繊維と、
　前記湾曲部内において前記光学繊維束または前記光学繊維の外周に配設された金属製保
護チューブと、
　前記金属製保護チューブの外周を被覆する第１部分と、前記金属製保護チューブの後端
から後方に延びて前記光学繊維束または前記光学繊維を被覆する第２部分とを有する熱収
縮チューブとを備えており、
　前記熱収縮チューブは、少なくとも第１部分と第２部分の境界付近において第２部分の
内径が、前記金属製保護チューブの内径よりも小さいことを特徴とする光学繊維ユニット
。
【請求項２】
　前記金属製保護チューブは、帯状片を巻き回して形成された螺旋管であることを特徴と
する請求項１記載の光学繊維ユニット。
【請求項３】
　前記金属製保護チューブは、細線を編組して形成された網状管であることを特徴とする
請求項１記載の光学繊維ユニット。
【請求項４】
　前記光学繊維が屈曲可能な最小半径をＲＭとし、前記金属製保護チューブの後端と、前
記熱収縮チューブの第２部分の前端との間隔をＬとしたとき、Ｌ≦２ＲＭであることを特
徴とする請求項１ないし３記載の光学繊維ユニット。
【請求項５】
　前記金属製保護チューブの内周半径と、前記第２部分における前記熱収縮チューブの内
周半径との段差をｄとしたとき、Ｌ≦√（ｄ（４ＲＭ－ｄ））の条件を満たすことを特徴
とする請求項４記載の光学繊維ユニット。
【請求項６】
　前記第１部分及び第２部分の境界付近において、前記湾曲部及び前記軟性部が最小半径
となるように湾曲したときに、前記熱収縮チューブが屈曲する屈曲半径をＲＣとすると、
前記熱収縮チューブは、屈曲半径がＲＣ以上となるように屈曲した場合、キンク耐性を有
すること特徴とする請求項１ないし５いずれか１項記載の光学繊維ユニット。
【請求項７】
　前記熱収縮チューブは、ポリオレフィン、またはＰＴＦＥからなることを特徴とする請
求項１ないし６いずれか１項記載の光学繊維ユニット。
【請求項８】
　前記挿入部と、前記湾曲部を湾曲させるための操作手段と、前記挿入部の基端側に設け
られ、前記操作手段が組み込まれた本体操作部と、請求項１ないし７いずれか１項記載の
前記光学繊維ユニットとを備えたことを特徴とする内視鏡。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、内視鏡の挿入部に挿通される光学繊維ユニット、及びこれを備えた内視鏡に
関する。
【背景技術】
【０００２】
　内視鏡の挿入部には、光源装置からの照明光を導光するライトガイドなどの光学繊維ユ
ニットが挿通されている。この光学繊維ユニットは、複数の光学繊維を束ねた光学繊維束
等から構成される。光学繊維束を形成する個々の光学繊維は圧迫に対して脆弱な部材であ
り、外部からの圧迫等によって折損するおそれがある。通常、挿入部内には、光学繊維ユ
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ニットの他に、鉗子その他の処置具のガイド部材としての処置具挿通チャンネル等が挿通
されている関係から、これら他の内蔵物と衝当して圧迫されるおそれがあり、このために
光学繊維を断線から保護しなければならない。とりわけ、挿入部を構成する湾曲部は、湾
曲する角度が大きいため、他の内蔵物により光学繊維が折損することがある。光学繊維が
折損すると、照明光の光量が落ちたり、折損箇所が黒い斑点として内視鏡画像に映り込ん
だりして、場合によっては観察が不可能になる。
【０００３】
　上記の問題を解決するために、特許文献１記載のライトガイドまたはイメージガイドで
は、湾曲部内における光学繊維束の外周に弾性力を持つシリコンチューブを被覆し、この
シリコンチューブの基端部、すなわち湾曲部と、湾曲部に連設される軟性部との境界付近
を熱収縮チューブで被覆している。このように湾曲部内ではシリコンチューブで被覆する
ことにより、他の内蔵物からの圧迫をシリコンチューブの弾性力で吸収している。
【０００４】
　一方、特許文献２では、湾曲部内における光学繊維束の外周に、金属製の螺旋管を被覆
し、螺旋管及び光学繊維束の外周にシリコン製の可撓性チューブを被覆している。螺旋管
によって保護することにより、光学繊維が他の内蔵部からの圧迫によって折損することを
防止している。また、特許文献３では、金属細線を編組して形成された網状管を光学繊維
束の外周に被覆し、網状管を合成樹脂製の可撓性チューブで被覆しており、光学繊維束を
網状管によって保護する構成が記載されている。
【０００５】
　上述したように、光学繊維束の外周に螺旋管または網状管などの金属製保護チューブを
被覆し、さらに金属製保護チューブの外周に可撓性チューブを被覆する場合、可撓性チュ
ーブの内径よりも外径の大きい金属製保護チューブを使用し、この金属製保護チューブを
捩るなどの作業によって径を小さくさせた状態で光学繊維束の外周に被せ、次いで、可撓
性チューブを金属保護製チューブの外周に被せている。このように被覆することで、金属
製保護チューブがその付勢力によって可撓性チューブの内面にくい込むので、金属製保護
チューブと可撓性チューブが密着するとともに、金属製保護チューブと光学繊維束との間
には隙間ができるため、金属製保護チューブが光学繊維束を圧迫することがない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００４－２９８４４９号公報
【特許文献２】特許第２９７８２９５号公報
【特許文献３】特開２００４－８９２６５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　近年では、経鼻内視鏡など、経口内視鏡や下部内視鏡と比べて挿入部を細径化した内視
鏡が開発されており、挿入部の細径化が進んでいる。ところが、上記特許文献１記載のラ
イトガイドまたはイメージガイドでは、挿入部の細径化を考慮してシリコンチューブを薄
くすると、圧迫を吸収できずに光学繊維を破損させてしまうことになり、圧迫に対して十
分な厚みを有するシリコンチューブを被覆した場合、挿入部の細径化の妨げとなってしま
う。
【０００８】
　一方、上記特許文献２，３の構成では、細径化を考慮して肉厚の薄い金属製保護チュー
ブを使用しても十分に光学繊維を保護することができるが、金属製保護チューブの外周を
被覆している可撓性チューブの剛性が低い場合、挿入部内で光学繊維があばれる（大きく
移動する）ことがあり、このとき、他の内蔵物からの圧迫を受けて光学繊維を折損させて
しまうおそれがある。
【０００９】
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　なお、光学繊維ユニットの剛性を向上させるため、特許文献２，３記載の可撓性チュー
ブの代わりに特許文献１記載の熱収縮チューブを用いて金属製保護チューブの外周を被覆
する構成とすることが考えられるが、この場合、熱収縮チューブは、シリコン製の可撓性
チューブ等よりは剛性を有するため、光学繊維束全体のあばれを抑制することはできるが
、光学繊維束を圧迫しないように、螺旋管と光学繊維束には隙間を有する必要があり、こ
の隙間内で移動した光学繊維束が金属製保護チューブ内径後端の内周縁に当たり、光学繊
維が折損するおそれがある。
【００１０】
　また、特許文献２，３記載のように金属保護製チューブの外周に可撓性チューブを被覆
する場合、可撓性チューブの内面に金属製保護チューブを食い込ませて密着させるため、
金属製保護チューブを捩って径を小さくした状態で被覆する工程が面倒であり、且つ時間
が掛かかるため製造適正が良くなかった。
【００１１】
　本発明は、上記課題を鑑みてなされたものであり、金属製保護チューブ内で光学繊維束
または光学繊維が移動して、光学繊維が折損することを防止するとともに、製造適正を向
上させることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明の光学繊維ユニットは、先端部の向きを変化させるために湾曲する湾曲部及び可
撓性を有する軟性部が先端側から順に連設された内視鏡の挿入部内に挿通され、光学繊維
を束ねた光学繊維束または光学繊維と、記湾曲部内において前記光学繊維束または前記光
学繊維の外周に配設された金属製保護チューブと、前記金属製保護チューブの外周を被覆
する第１部分と、前記金属製保護チューブの後端から後方に延びて前記光学繊維束または
前記光学繊維を被覆する第２部分とを有する熱収縮チューブとを備えており、前記熱収縮
チューブは、少なくとも第１部分と第２部分の境界付近において第２部分の内径が、前記
金属製保護チューブの内径よりも小さいことを特徴とする。
【００１３】
　前記金属製保護チューブは、帯状片を巻き回して形成された螺旋管であることが好まし
い。あるいは、前記金属製保護チューブは、細線を編組して形成された網状管であること
が好ましい。
【００１４】
　前記光学繊維が屈曲可能な最小半径をＲＭとし、前記金属製保護チューブの後端と、前
記熱収縮チューブの第２部分の前端との間隔をＬとしたとき、Ｌ≦２ＲＭであることが好
ましい。
【００１５】
　前記金属製保護チューブの内周半径と、前記第２部分における前記熱収縮チューブの内
周半径との段差をｄとしたとき、Ｌ≦√（ｄ（４ＲＭ－ｄ））の条件を満たすことが好ま
しい。
【００１６】
　前記第１部分及び第２部分の境界付近において、前記湾曲部及び前記軟性部が最小半径
となるように湾曲したときに、前記熱収縮チューブが屈曲する屈曲半径をＲＣとすると、
前記熱収縮チューブは、屈曲半径がＲＣ以上となるように屈曲した場合、キンク耐性を有
することが好ましい。なお、キンク耐性とは、熱収縮チューブを所定の屈曲半径に屈曲さ
せてもキンク（屈曲したまま元に復元しない状態）が発生しない特性を示す。なお、前記
熱収縮チューブは、ポリオレフィン、またはＰＴＦＥからなることが好ましい。
【００１７】
　本発明の内視鏡は、前記挿入部と、前記湾曲部を湾曲させるための操作手段と、前記挿
入部の基端側に設けられ、前記操作手段が組み込まれた本体操作部と、前記光学繊維ユニ
ットとを備えたことを特徴とする。
【発明の効果】
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【００１８】
　本発明によれば、金属製保護チューブの後端から後方に延びて光学繊維束または光学繊
維を被覆する熱収縮チューブの第２部分の内径が、金属製保護チューブの内径よりも小さ
いので、金属製保護チューブ内での光学繊維束または光学繊維の移動を抑制し、光学繊維
が金属製保護チューブの内周縁に接触することを防止することができる。よって、光学繊
維の折損を防ぐことが可能になる。また、金属製保護チューブを熱収縮チューブで容易に
被覆することができるため、製造適正が向上する。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】本発明の内視鏡の外観図である。
【図２】挿入部の先端部の端面を示す平面図である。
【図３】挿入部の構成を示す要部断面図である。
【図４】本発明の光学繊維ユニットとしてのライトガイドの構成を示す要部断面図である
。
【図５】螺旋管の内周縁に光学繊維束が接触しない状態（Ａ）及び接触する状態（Ｂ）の
一例を示す説明図である。
【図６】螺旋管の内周縁に光学繊維束が接触しない別の一例を示す説明図である。
【図７】熱収縮チューブが最小の屈曲範囲に屈曲した状態（Ａ）、及び熱収縮チューブが
キンクした状態（Ｂ）を示す説明図である。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　図１において、本発明の内視鏡２は、体腔内に挿入される挿入部３と、挿入部３の基端
部分に連設された操作部５と、プロセッサ装置や光源装置に接続されるコネクタ部６と、
操作部５、及びコネクタ部６間を繋ぐユニバーサルコード７とを備えている。
【００２１】
　挿入部３は、管状に形成されており、先端から順に、先端部１１、複数の湾曲駒を連結
した湾曲部１２、及び可撓性を有する軟性部１３とで構成されている。操作部５には、湾
曲部１２を上下左右方向に湾曲して先端部１１の向きを変化させるためのアングルノブ２
１，２２、処置具が挿通される鉗子挿入口２３等が設けられている。
【００２２】
　図２および図３に示すように、先端部１１の端面１１ａは円形であり、観察窓３０、照
明窓３１、鉗子出口３２、及び送気・送水用ノズル３３が設けられている。観察窓３０は
、端面１１ａの中央上部に配置されている。
【００２３】
　照明窓３１は、観察窓３０に関して対称な位置に二個配されている。照明窓３１の背後
には、光源装置からの照明光を導くライトガイド３４の出射端が配されている。照明窓３
１は、ライトガイド３４で導かれた照明光を、体腔内の被観察部位に照射する。ライトガ
イド３４は、その先端に固定された円筒状の口金３５を介して、先端部１１に穿たれた穴
１４ｂに嵌合して取り付けられている。
【００２４】
　観察窓３０の奥には、撮影光学系、及びＣＣＤなどの固体撮像素子（図示せず）が設け
られている。固体撮像素子は、観察窓３０を通して撮影光学系により結像された体腔内の
像光を撮像する。固体撮像素子で得られた撮像信号は、挿入部３及び操作部５に挿通され
た信号線を介して、ユニバーサルコード７に接続されたプロセッサ装置に送られ、モニタ
に内視鏡画像として表示される。鉗子出口３２は、挿入部３内に配設された鉗子チャンネ
ル３８に接続され、鉗子挿入口２３に連通している。鉗子挿入口２３に挿通された処置具
の先端は、鉗子出口３２から露呈される。
【００２５】
　図４に示すように、本発明の光学繊維ユニットとしてのライトガイド３４は、複数の光
学繊維４０ａの束４０と、この光学繊維束４０の先端部が嵌め込まれた口金３５と、金属
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製保護チューブとしての螺旋管３６と、熱収縮チューブ３７とから構成される。光学繊維
４０ａとしては例えば石英製光ファイバを用いる。螺旋管３６は、ステンレスなど金属製
の帯状片を巻き回して形成され、挿入部３の湾曲部１２内において光学繊維束４０の外周
に配設される。この螺旋管３６は先端部が口金３５の後端部外周に、例えば接着剤や糸巻
き等で固定されている。
【００２６】
　熱収縮チューブ３７は、加熱することにより収縮する周知の熱収縮チューブであり、例
えば、ポリオレフィン、またはＰＴＦＥからなる。この熱収縮チューブ３７は、口金３５
の後端部から軟性部１３内の位置まで連続する長さを有する。さらに具体的には、熱収縮
チューブ３７は、螺旋管３６の外周を被覆する第１部分３７ａと、螺旋管３６の後端から
後方に伸びて光学繊維束４０を被覆する第２部分３７ｂとを有する。
【００２７】
　熱収縮チューブ３７は、加熱することにより、特に直径方向が縮む（細くなる）。本発
明では、この特性を利用して製造適正を向上させる。すなわち、螺旋管３６及び熱収縮チ
ューブ３７で光学繊維束４０を被覆する場合、熱収縮する前の熱収縮チューブ３７として
、螺旋管３６の外径よりも内径の大きいものを使用する。よって、螺旋管３６及び熱収縮
チューブ３７の被覆工程では、螺旋管３６を捩って径を縮めたり、熱収縮チューブ３７の
径を拡げたりする必要がなく、通常状態の螺旋管３６で光学繊維束４０を覆い、さらに螺
旋管３６の外周を熱収縮前の熱収縮チューブ３７で覆う作業を容易に行うことができる。
そして、被覆工程後に、加熱して直径方向に縮ませる熱収縮工程を行うことによって熱収
縮チューブ３７と螺旋管３６とを密着させるようにすればよい。なお、このとき、光学繊
維束４０への圧迫を防ぐため、螺旋管３６と、光学繊維束４０とが隙間を有する程度に熱
収縮チューブ３７を熱収縮させる。
【００２８】
　熱収縮チューブ３７は、熱収縮して直径方向に縮ませることにより、第１部分３７ａ及
び第２部分３７ｂの境界付近において、第２部分３７ｂの内径ＤＴが、螺旋管３６の内径
ＤＳより小さく形成されている。熱収縮チューブ３７をこのように形成することで、螺旋
管３６の内部における光学繊維束４０の移動を抑制し、螺旋管３６後端の内周縁３６ａに
光学繊維束４０が接触しないようにすることができる。これにより、光学繊維束４０の折
損を防止することができる。
【００２９】
　上述したように、熱収縮チューブ３７の第２部分３７ｂの内径ＤＴを、螺旋管３６の内
径ＤＳより小さくすることにより、螺旋管３６の内周縁３６ａと光学繊維束４０との接触
を減らすことができる。しかし、光学繊維束４０は、湾曲部１２の湾曲に応じて、繰り返
し屈曲される。さらに、光学繊維束４０は、複数の光学繊維４０ａが一つに束ねられてい
ることから、個々の光学繊維４０ａが様々な状態に屈曲する。以下では、個々の光学繊維
４０ａが屈曲する可能性のある状態で、螺旋管３６の内周縁３６ａに接触しない条件を示
す。
【００３０】
　図５に示す光学繊維４０ａの屈曲状態は、螺旋管３６の内周面と略平行に位置する先端
側部分４１と、第２部分３７ｂの内周面と略平行に位置する基端側部分４２との間に屈曲
部分４３を有している。屈曲部分４３は、第１部分３７ａの後端部、且つ第２部分３７ｂ
の前端部付近に位置しており、外側から内側に向かって屈曲する第１屈曲部分４３ａと、
内側から外側に屈曲している第２屈曲部分４３ｂとが繋がっており、光学繊維４０ａは先
端側部分４１が、基端側部分４２よりも外側に位置している。これにより、光学繊維４０
ａの先端側部分４１が螺旋管３６の内周縁３６ａに接触しやすくなっている。光学繊維４
０ａは、螺旋管３６に比べて脆弱な部材であるため、内周縁３６ａに接触すると折損して
しまう。
【００３１】
　そこで、このような屈曲状態になった場合に、光学繊維４０ａが螺旋管３６の内周縁３
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６ａに接触しないようにするには、螺旋管３６の後端３６ｂと、熱収縮チューブ３７の第
２部分３７ｂの前端の間隔Ｌを狭めればよい。ここで、光学繊維４０ａが屈曲可能な最小
半径をＲＭとすると、上述した屈曲部分４３は２つの四半円弧（第１及び第２屈曲部分４
３ａ，４３ｂ）を繋げた形状なので、軸方向における長さは少なくとも２ＲＭとなる。屈
曲部分４３は、上述したように第１部分３７ａの後端部且つ第２部分３７ｂの前端部付近
で屈曲している。よって、図５（Ａ）に示すように、螺旋管３６の後端３６ｂが、屈曲部
分４３の前端よりも後方に位置していればよい。以上のことから、螺旋管３６の内周縁３
６ａが光学繊維４０ａに接触しない条件は、間隔Ｌ≦２ＲＭとなる。
【００３２】
　なお、上述した螺旋管３６の内周縁３６ａが光学繊維４０ａに接触しない条件である間
隔Ｌ≦２ＲＭを満たすためには、光学繊維４０ａの特性（屈曲可能な最小半径）、及び熱
収縮チューブ３７の特性（加熱前後の収縮率）から、熱収縮チューブの肉厚、熱収縮工程
における加熱条件（温度、時間）などを適宜決定すればよい。あるいは、熱収縮工程を行
う際、螺旋管３６の後方に位置する熱収縮チューブ３７を挟み込む治具を使用し、この治
具により熱収縮チューブ３７を螺旋管３６の後端へ向かって押さえ付けるようにすること
で、間隔Ｌを狭めるようにしてもよい。
【００３３】
　なお、上述した条件（Ｌ≦２ＲＭ）を満たさない場合、図５（Ｂ）に示すように、螺旋
管３６の後端３６ｂが屈曲部分４３の前端より前方に位置しているので、螺旋管３６の内
周縁３６ａが光学繊維４０ａの先端側部分４１に接触し、折損するおそれがある。
【００３４】
　上述した条件（Ｌ≦２ＲＭ）下で、さらに螺旋管３６の内周縁３６ａが光学繊維４０ａ
に接触しやすい屈曲状態を図６に示す。図６に示す例では、螺旋管３６の内周半径ＲＳと
、熱収縮チューブ３７の第２部分３７ｂの内周半径ＲＴとの段差ｄが小さい。この場合、
光学繊維４０ａの先端側部分４１と基端側部分４２とを繋ぐ屈曲部分４５は、内周半径の
段差ｄの範囲内で屈曲するため、屈曲部分４５の径方向における変位（先端側部分４１と
基端側部分４２との位置のずれ）は、内周半径の段差ｄに等しくなる。よって、光学繊維
４０ａの屈曲部分４５は、四半円弧より短い円弧の第１屈曲部分４５ａ及び第２屈曲部分
４５ｂが互いの接点同士で繋がった形状となっている。この屈曲状態で、螺旋管３６の内
周縁３６ａに光学繊維４０ａが接触しないようにするには、螺旋管３６の後端３６ｂと、
熱収縮チューブ３７の第２部分３７ｂの前端との間隔Ｌが、屈曲部分４５の軸方向におけ
る長さｌよりも小さければよい。
【００３５】
　ここで、屈曲部分４５の軸方向における長さｌは、上述した内周半径の段差ｄ及び光学
繊維４０ａの最小曲げ半径ＲＭによって決まる。すなわち、内周半径の段差ｄの中で第１
屈曲部分４５ａ及び第２屈曲部分４５ｂが屈曲可能な屈曲角度をθとすると（θ≦９０°
）、内周半径の段差ｄ＝２ＲＭ（１－ｃｏｓθ）、屈曲部分４５の軸方向における長さｌ
＝２ＲＭｓｉｎθと表すことができる。これらを三角関数の公式ｓｉｎ２θ＋ｃｏｓ２θ
＝１に当てはめると、（１－ｄ／２ＲＭ）２＋（ｌ／２ＲＭ）２＝１となり、この式から
ｌ＝√（ｄ（４ＲＭ－ｄ））と導かれる。螺旋管３６の後端３６ｂが、屈曲部分４５の前
端よりも後方に位置していればよい（すなわち、間隔Ｌ≦屈曲部分４５の軸方向の長さｌ
）ことから、螺旋管３６の内周縁３６ａが光学繊維４０ａに接触しない条件は、Ｌ≦√（
ｄ（４ＲＭ－ｄ））となる。
【００３６】
　また、螺旋管３６の内周縁３６ａと、光学繊維４０ａとが接触しない条件としては、上
記の他に熱収縮チューブ３７のキンク耐性が上げられる。このキンク耐性とは、熱収縮チ
ューブ３７を所定の屈曲半径に屈曲させてもキンク（屈曲したまま元に復元しない状態）
が発生しない特性を示す。本発明では、図７（Ａ）に示すように、第１部分３７ａ及び第
２部分３７ｂの境界付近において、湾曲部１２及び軟性部１３が最小半径となるように湾
曲した場合に、熱収縮チューブ３７にキンクが発生しないキンク耐性を有することが条件
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となる。ここで、湾曲部１２及び軟性部１３が最小半径となるように湾曲したときに、熱
収縮チューブ３７が屈曲する屈曲半径をＲＣとすると、熱収縮チューブ３７は、この屈曲
半径ＲＣ以上で屈曲する場合は、キンクが発生しないキンク耐性を有することが条件とな
る。
【００３７】
　もし、熱収縮チューブ３７が屈曲半径ＲＣ以上でキンクが発生してしまい、元に戻らな
くなると、図７（Ｂ）に示すように、熱収縮チューブ３７の内周面のうち、屈曲の中心に
近い側のキンク発生部分３７ｃが光学繊維束４０を圧迫する。特に、熱収縮チューブ３７
の第２部分３７ｂの中でも螺旋管３６に近い位置でキンクが発生すると、キンク発生部分
３７ｃが光学繊維束４０を反対側（屈曲の中心から外側へ向かう方向）へ圧迫するため、
光学繊維束４０を螺旋管３６の内周縁３６ａへ押し付けて折損させるおそれがある。よっ
て、これを防止するために、上述のキンク耐性を有することが必要となる。また、このよ
うなキンク耐性を有するためには、熱収縮チューブの特性、及び屈曲半径ＲＣから、熱収
縮チューブの肉厚、加熱条件などを適宜決定すればよい。
【００３８】
　以上のように、構成された内視鏡２で患者の体腔内を観察する際、術者は、内視鏡２と
プロセッサ装置、光源装置とを繋げ、挿入部３を体腔内に挿入する。そして、適宜アング
ルノブ２１，２２を操作して、湾曲部１２を湾曲させて先端部１１を所望の方向に向けさ
せる等の手技を行いつつ、光源装置からの照明光で体腔内を照明しながら、固体撮像素子
による体腔内の内視鏡画像をモニタで観察する。
【００３９】
　挿入部３を体腔内に挿入しているときや、湾曲部１２を湾曲させたときには、ライトガ
イド３４、鉗子チャンネル３８、信号線等の内蔵物が相互に接触し、圧迫し合う。湾曲部
１２内においては、ライトガイド３４以外の内蔵物からの圧迫力は、螺旋管３６によって
保護されるため、内部の光学繊維束４０には及ばない。一方、湾曲部１２の湾曲を繰り返
すことで、螺旋管３６及び熱収縮チューブ３７の内部で光学繊維束４０が移動しようとす
るが、上述したように、熱収縮チューブ３７の第２部分３７ｂの内径ＤＴが、螺旋管３６
の内径ＤＳより小さく形成されているので、螺旋管３６内における光学繊維束４０の移動
を抑制し、光学繊維束４０の折損を防止することができる。また、光学繊維束４０を構成
する個々の光学繊維４０ａが様々な状態に屈曲しようとするが、上記の条件（Ｌ≦２ＲＭ

、Ｌ≦√（ｄ（４ＲＭ－ｄ））を満たすように、螺旋管３６の後端３６ｂと、熱収縮チュ
ーブ３７の第２部分３７ｂの前端との間隔Ｌを狭めており、また、熱収縮チューブ３７が
屈曲半径ＲＣ以上でキンク耐性を有しているため、螺旋管３６の内周縁３６ａと光学繊維
４０ａとの接触を防いで光学繊維４０ａの折損を防ぐことができる。
【００４０】
　なお、上記実施形態では、光学繊維束４０を被覆する金属製保護チューブとして螺旋管
３６を用いているが、本発明はこれに限るものではなく、上記構成の螺旋管３６に代えて
、例えばステンレス、タングステン等の金属細線を編組した網状管を金属製保護チューブ
として用いてもよい。
【００４１】
　また、上記実施形態では、光学繊維束４０と螺旋管３６との間には何も介さず、光学繊
維束４０の外周を螺旋管３６で覆う構成を示しているが、本発明はこれに限らず、光学繊
維束４０の外周面を、例えばシリコンチューブなどの可撓性チューブで被覆し、この可撓
性チューブを介して螺旋管３６を光学繊維束４０の外周に配するようにしてもよい。
【００４２】
　上記実施形態では、複数の光学繊維を束ねた光学繊維束を備えた光学繊維ユニットを例
に上げて説明しているが、光学繊維束に代えて単線の光学繊維からなる光学繊維ユニット
に適用してもよい。あるいは、上記実施形態では、光学繊維として石英製光ファイバを用
いているがこれに限定されるものではなく、例えばプラスチック製光ファイバなど他の光
学繊維を用いてもよい。
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【００４３】
　上記実施形態においては、固体撮像素子を用いて体腔内を撮像した画像を観察する電子
内視鏡を例に上げて説明しているが、本発明はこれに限るものではなく、光学的イメージ
ガイドを採用して体腔内を観察する内視鏡にも適用することができる。この場合、光学的
イメージガイドに本発明の光学繊維ユニットを適用し、光学的イメージガイドを構成する
光学繊維束または光学繊維に、上記実施形態と同じ構成の金属製保護チューブ及び熱収縮
チューブが被覆される。
【符号の説明】
【００４４】
　２　内視鏡
　３　挿入部
　５　操作部
　１１　先端部
　１２　湾曲部
　１３　軟性部
　３４　ライトガイド（光学繊維ユニット）
　３６　螺旋管
　３６ａ　内周縁
　３６ｂ　後端
　３７　熱収縮チューブ
　３７ａ　第１部分
　３７ｂ　第２部分
　４０　光学繊維束
　４０ａ　光学繊維
　ｄ　段差
　Ｌ　間隔
　ＲＣ　屈曲半径
　ＲＭ　最小半径
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本发明提供一种光纤单元和内窥镜。光电导包括光纤束，从光纤束的前
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